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2023年度の健康経営優良法人2024認定（大規模法人部門※）より、加点項目として「企業（事業主）単位の特定健診・保健指導実

施率」を評価する方向性で検討を行う。
※：中小規模法人部門においては、申請企業すべてが保険者に実施率の提供を要求した場合、保険者の照会対応数が膨大となり、特に一部の総合健保や協会けんぽ（支部）の業

務を圧迫する恐れがあるため、導入当初は大規模法人部門に限定する。

⚫ 使用するデータについては、健康スコアリングシステムにより作成されたデータを使用することを原則とする。
（厚生労働省が保有するシステムの改修により、2022年度末から、前年度の記号単位の数値（特定健診の受診者数、特定保健指導の対象者数・終了者数）を保険者に提供可能となる予定。）

➢ 調査票に回答する取組期間と1年間のタイムラグが生じることを前提とする。

⚫ 協会けんぽについては作業効率の観点から、協会けんぽが集計した数値を使用する。

対応案

2021年度（令和3年度） 2022年度（令和4年度） 2023年度（令和5年度） 2024年度（令和6年度）

特定健診の実施（通年）

特定保健指導の実施（翌年9月末まで）

健康経営度調査（2023年度）に回答する取組期間

スコアリング
レポート発行
・実施率提供
（3月）
▼

健康経営度調査
申請書提出

（10月頃まで）
▼

（参考）健康スコアリングシステムにより作成されたデータを使用する場合の想定スケジュール

法定報告
（11月）

▼

1年間のタイムラグが生じる

健康経営優良法人2024

の認定期間
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⚫ 同一保険者に属する１申請法人に複数の記号が紐付いている場合

➢ 同法人に紐付く全ての記号の合算の数値を使用し評価対象とすることを可とする。

⚫ 保険者等のやむを得ない事情により

• 申請法人ごとの実施率を入手できない（例、１記号が複数法人に紐付いている、国保組合・共済組合加入の法人など）場合

• 申請法人における本来の実績を正しく評価できない（例、保険者における優先順位付けにより事業所間での保健指導実施率に

格差が生じるなど）場合

➢ 「保険者の事情により実施率把握不可」の選択肢を設け、当該設問の平均点を付与する等の配点を行う。

⚫ 申請法人が異なる複数の保険者に加入している場合（例、法人本部はA健保組合、関連事業所は協会けんぽなど）

➢ 現行同様に「主な健康保険組合等保険者」の実施する特定健診・特定保健指導の実施率を評価対象とする。

記号単位と申請法人の不一致等への対応

設問案
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（参考１）

健保組合では、事業所ごと※に保険証に記載されている「被保険者証等記号（記号）」を付番
し、管理している。

※：約8割の健保組合では記号と事業所が１対１で紐付いている。残りの２割の組合は、１対１で記号と
事業所が紐付いていない

被保険者証等記号

（参考２）健康経営度調査（2022年度）の調査票（大規模法人部門）




